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１ 計画策定の背景 

 急速な高齢化の進行に伴う要介護高年者の増加や核家族化の進行により、介護を必要とす

る高年者※1を家族だけではなく、社会全体で支えるための制度として、平成 12 年４月に介

護保険制度がスタートしました。 

今日、創設から 17 年が経過し、介護保険サービスの利用者は在宅サービスを中心に着実

に増加しており、介護保険制度は高年者の生活を支える上で必要不可欠な制度として定着し

ています。 

その一方、平成 37 年には団塊の世代※2が 75 歳以上となるほか、平成 52 年には団塊ジ

ュニア世代が 65 歳以上になるなど、更なる高齢化の進展により、日常生活に支援を必要と

する高年者が今後ますます増加するとともに、介護給付費の増加も見込まれます。 

こうした中で、介護保険制度の持続可能性を高めながら、高年者が可能な限り住み慣れた

地域でその有する能力に応じて、自立した日常生活を営むことを可能とするために、医療、

介護、介護予防、住まい及び生活支援が包括的に提供される「地域包括ケアシステム」の推

進に向けた制度改正が行われてきました。 

平成 26 年の改正では、予防給付の一部のサービスが地域支援事業に移行されるなど、多

様な主体による柔軟な取組により、効果的かつ効率的にサービスを提供できる体制の整備が

図られました。また、低所得者の保険料の軽減割合を拡大する一方で、一定以上の所得のあ

る高年者のサービス利用時の自己負担を引き上げました。 

平成 29 年の改正では、保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組や

在宅医療・介護の連携、地域共生社会の実現に向けた取組の推進が図られたほか、現役世代

並みの所得のある高年者の自己負担割合の見直しが行われました。 

本市においても、平成 37 年には高年者全体に占める後期高齢者の割合が前期高齢者の割

合を大幅に上回ることから、高年者が身近な地域で介護予防に自ら取り組める環境を整備す

るとともに、家事や見守りなどの日常生活の支援や認知症高齢者への支援、在宅医療と介護

の連携に関する取組を一層推進することが求められています。 

 このため、「第六次草加市高年者プラン」（以下「第六次高年者プラン」といいます。）に引

き続き、団塊の世代がすべて 75 歳以上の後期高齢者になる平成 37 年までの中長期的な視

点で、本市における地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組の指針として、今回、

新たに「第七次草加市高年者プラン」（以下「第七次高年者プラン」といいます。）を策定し

ます。 

  

  

                                        
 ※1 高年者…65 歳以上の人。 
 ※2 団塊の世代…昭和 22年（1947 年）から昭和 24年（1949 年）にかけて生まれた世代。第１次ベ

ビーブーム世代。 
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２ 法令等の根拠 

第七次高年者プランは、老人福祉法第 20 条の８の規定に基づく市町村老人福祉計画と介

護保険法第 117 条の規定に基づく市町村介護保険事業計画を一体的に策定するものです。 

 

３ 計画の位置付け 

 第七次高年者プランは、「第四次草加市総合振興計画」「草加市都市計画マスタープラン」

の実現を目指して策定する個別計画として位置付けられます。また、草加市地域福祉計画等

の本市の高年者施策の推進に関連する他の計画や埼玉県高齢者支援計画、埼玉県地域保健医

療計画との整合を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

草加市都市計画マスタープラン 

草加市総合振興計画 

 

草加市地域福祉計画 

草
加
市
高
年
者
プ
ラ
ン 

そ
う
か 

み
ん
な
で 

健
康
づ
く
り
計
画 

草

加

市

障

が

い

者

計

画 

草
加
市
障
が
い
福
祉
計
画  

草
加
市
障
が
い
児
福
祉
計
画 

草
加
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

草加市安全安心 

まちづくり行動計画 

草加市地域防災計画 

草加市生涯学習 

基本計画 

地域福祉活動計画（草加市社会福祉協議会） 

埼
玉
県
地
域
保
健
医
療
計
画 

埼
玉
県
高
齢
者
支
援
計
画 

（
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
） 



9 

４ 計画の策定体制 

 第七次高年者プランに位置付けられる高年者に対する各種サービスや介護保険料について

は、高年者はもとより、市民全体の生活に影響します。また、第七次高年者プランの推進に

際しては、市民の協力が不可欠です。こうしたことから、本計画の策定は、市民との協働に

より進めました。 

 

（１）介護保険推進委員会・高年者プラン検討会 

介護保険推進委員会において、計画の策定に関して必要な事項の協議･検討を行いました。

この委員会は、幅広い意見を集約するため、知識経験者の他に保健医療関係者、福祉関係者、

地域団体代表者、市民で構成しました。なお、委員会は公開とし、市民が傍聴できることと

しました。 

また、関連する本市の他の計画等との整合を図るとともに、生涯学習や健康づくり、地域

における支援体制に関する施策と連動して取り組む必要があることから、庁内に高年者プラ

ン検討会を設置し、担当部門間での連携を図りました。 

 

（２）市民意見の反映 

① 実態調査 

 高年者等の生活実態や居宅介護支援事業所の意向を把握するため、平成 28 年 12 月から

平成 29 年１月に第七次高年者プラン策定のための実態調査を行い、計画策定の基礎資料と

しました。 

 

調査名 調査対象 
有効回収率 

（有効回収数） 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

要介護１～５の認定を受けていない 65 歳以上

の市民 2,000人 

55.0％ 

（1,099） 

第２号被保険者調査 55歳から 64歳の市民 1,000人 
38.2％ 

（382） 

在宅介護実態調査 
要介護１～５の認定を受けている 65 歳以上の

市民 1,500人 

47.4％ 

（711） 

居宅介護支援事業所調査 
市内の事業所及び草加市と契約を行っている

市外の事業所 71事業所 

77.5％ 

（55） 
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② パブリックコメント 

計画案に対する多様な視点からの市民意見を把握し、より良い計画とするため、平成 29

年 12 月 25 日から平成 30 年 1 月 25 日を期間として、草加市みんなでまちづくり自治基

本条例第 15 条に基づき、パブリックコメントを実施しました。市役所や図書館等に第七次

高年者プラン素案及び概要版を備え付けたほか、市ホームページへの掲載を行い、意見・要

望を市民から募りました。 

 

５ 計画期間 

 第七次高年者プランの計画期間は、介護保険法の規定に基づき、平成 30 年度から平成 32

年度までの３年間とします。なお、第七次高年者プランの見直しは、平成 32 年度までに行

うこととします。 

 

年度 27 28 29 30 31 32 33 34 35 

高
年
者
プ
ラ
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平成 27～29 年度 

第七次高年者プラン 
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第八次高年者プラン 
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見 直 し 見 直 し 見 直 し 

パブリックコメント実施後に記載予定 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 本市の高年者を取り巻く現状 
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１ 人口・世帯 

（１）人口の推移 

本市の総人口は平成 32 年まで微増傾向が続き、平成 32 年から平成 37 年にかけて減少

に転じる見込みです。高年者人口は平成 32 年まで微増傾向が続き、平成 37 年にかけても

その水準を維持する見込みです。平成 29 年の高年者数は 59,823 人、高齢化率は 24.1％

となっています。高齢化率は今後上昇を続け、第七次高年者プラン期間の最終年である平成

32 年には 24.6％、平成 37 年には 24.7％になるものと見込まれています。 

 

図 1 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※地域包括ケア「見える化」システム（平成 29年 10月 19日取得） 
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（２）日常生活圏域別に見た高年者の現状 

日常生活圏域*別に高齢化率を見ると、松原・草加東部圏域では 29.2％と高くなっていま

すが、それ以外の圏域では 20％から 25％の範囲にとどまっています。 

日常生活圏域別に見た高年者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊日常生活圏域については、50ページ参照。 

 

（３）高年者人口の推移 

前期高齢者（65 歳～74 歳）及び後期高齢者（75 歳以上）人口の推移を見ると、後期高

齢者人口は平成 37 年まで一貫して増加傾向にあり、平成 32 年には前期高齢者人口を逆転

するものと推計されます。 

図 2 高年者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※住民基本台帳（平成 29年 1月 1日現在） 

前期高齢者 後期高齢者

谷塚・瀬崎圏域 31,902 7,250 3,971 3,279 22.7

谷塚西部圏域 26,023 6,353 3,602 2,751 24.4

草加中央・稲荷圏域 37,086 7,721 4,200 3,521 20.8

草加西部圏域 28,535 6,287 3,388 2,899 22.0

松原・草加東部圏域 20,035 5,841 2,987 2,854 29.2

安行圏域 23,153 5,666 3,366 2,300 24.5

川柳・新田東部圏域 39,865 9,731 5,900 3,831 24.4

新田圏域 40,441 10,048 5,725 4,323 24.8

全　体 247,040 58,897 33,139 25,758 23.8

日常生活圏域
総人口
（人）

高年者数
（人）

高齢化率
（％）

※地域包括ケア「見える化」システム（平成 29年 10月 19日取得） 
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（４）高年者のみ世帯の推移 

高年者のみ世帯数は、平成 12 年では 7,766 世帯でしたが、その後の 15 年間で 2.5 倍

以上に増加し、平成 27年には 20,453 世帯となっています。 

 

図 3 高年者のみ世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※国勢調査（各年 10月１日現在） 
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単身世帯

33.3%

夫婦のみ世帯

22.2%

その他の世帯

39.8%

無回答

4.6%

総数
108

２ 要支援・要介護認定者 

（１）要支援・要介護認定者数の推移 

 平成 29 年の要支援・要介護認定者は、8,228 人となっており、計画期間の最終年である

平成 32 年には 9,700人まで増加するものと推計されます。この傾向が続くと、平成 37 年

には 12,103 人と平成 29 年の約 1.5 倍に達することが見込まれます。 

 

図 4 要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護が必要な高年者の世帯構成 

 実態調査において、何らかの介護を受けて

いる（介護認定を受けずに家族などの介護を

受けている場合も含む）と回答した高年者の

世帯構成を見ると、単身世帯が３分の１を占

めているほか、夫婦のみ世帯も 20％を超え

ています。 

 

 

 

 

  

図 5 介護が必要な高年者の世帯構成 

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

※地域包括ケア「見える化」システム（平成 29年 10月 19日取得） 
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３ 高年者の身体機能の状況 

 本市が実施した実態調査のうち、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では高年者の心身の

状況等のリスクを分析するための調査項目が設定されています。ここでは、日常生活圏域別

にその結果を示します。 

 

（１）運動器機能の低下 

 以下の５つの設問のうち、３問以上で該当する選択肢を回答した場合、運動器機能が低下

している高年者と判定しました。 

 

設 問 選択肢 

階段を手すりや壁を伝わらずに昇れるか ３ できない 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっているか ３ できない 

15分くらい続けて歩いているか ３ できない 

転倒経験 
１ 何度もある 
２ １度ある 

転倒に対する不安 
１ とても不安である 
２ やや不安である 

 運動器機能が低下している高年者は、本市全体では 14.8％となっています。日常生活圏域

別に見ると、川柳・新田東部圏域は 11.5％にとどまっているのに対して、草加西部圏域では

18.9％となっています。 

図 6 運動器機能の低下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

機能低下あり 

14.8

13.2

14.3

16.8

18.9

14.9

13.6

11.5

15.3

機能低下なし

77.1

76.3

73.8

78.8

72.8

74.5

81.8

79.5

79.6

無回答

8.1

10.5

11.9

4.4

8.3

10.6

4.5

9.0

5.1

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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（２）転倒リスク 

以下の設問で該当する選択肢を回答した場合、転倒リスクのある高年者と判定しました。 

 

設 問 選択肢 

転倒経験 
１ 何度もある 
２ １度ある 

 

 転倒リスクのある高年者は、本市全体では 28.2％となっています。日常生活圏域別に見る

と、谷塚西部圏域、草加中央・稲荷圏域、安行圏域では 30％を超えています。 

 

図 7 転倒リスク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

転倒リスクあり 

28.2

25.4

31.7

32.1

25.4

24.1

31.8

27.9

29.2

転倒リスクなし

70.2

73.7

66.7

66.4

73.4

73.8

66.7

68.9

70.1

無回答

1.6

0.9

1.6

1.5

1.2

2.1

1.5

3.3

0.7

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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（３）閉じこもり傾向 

以下の設問で該当する選択肢を回答した場合、閉じこもり傾向がある高年者と判定しまし

た。 

 

設 問 選択肢 

外出の頻度 
１ ほとんど外出しない 
２ 週１回 

 

 閉じこもり傾向にある高年者は、本市全体では 14.6％となっています。日常生活圏域別に

見ると、閉じこもり傾向の少ない川柳・新田東部圏域では 11.5％にとどまっているのに対し

て、閉じこもり傾向の多い草加中央・稲荷圏域では 18.2％となっています。 

 

図 8 閉じこもり傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％ 

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

傾向あり 

14.6

13.2

16.7

18.2

15.4

12.1

16.7

11.5

13.1

傾向なし

83.7

86.0

81.0

79.6

82.2

86.5

82.6

86.9

86.1

無回答

1.7

0.9

2.4

2.2

2.4

1.4

0.8

1.6

0.7

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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（４）低栄養状態 

 以下の２問の両方で該当する選択肢を回答した場合、低栄養状態にある高年者と判定しま

した。 

 

設 問 選択肢 

ＢＭＩ（体重(㎏)÷身長(ｍ)÷身長(ｍ)） 18.5以下 

６か月間で２～３kg以上の体重減少の有無 １ はい 

 

 低栄養状態にある高年者は、本市全体では 1.9％となっています。いずれの圏域も 5％未

満にとどまっており、日常生活圏域別での差はありませんでした。 

 

図 9 低栄養状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

低栄養状態 

1.9

2.6

2.4

-

1.8

2.1

3.0

0.8

2.9

問題なし

88.9

93.0

84.1

86.9

88.2

90.8

91.7

92.6

88.3

無回答

9.2

4.4

13.5

13.1

10.1

7.1

5.3

6.6

8.8

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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（５）口腔機能の低下 

 以下の３問のうち、２問以上で該当する選択肢を回答した場合、口腔機能が低下している

高年者と判定しました。 

 

設 問 選択肢 

固いものが食べにくくなったか １ はい 

お茶や汁物等でむせることの有無 １ はい 

口の渇きが気になるか １ はい 

 

 口腔機能が低下している高年者は、本市全体では 26.7％となっています。日常生活圏域別

に見ると、口腔機能の低下の少ない草加西部圏域は 22.5％にとどまっているのに対して、谷

塚西部圏域と口腔機能の低下の多い草加中央・稲荷圏域では 30％を超えています。 

 

図 10 口腔機能の低下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

該当

26.7

28.9

30.2

31.4

22.5

25.5

25.0

25.4

27.7

機能低下なし

70.2

68.4

67.5

66.4

74.6

70.2

72.7

70.5

68.6

無回答

3.2

2.6

2.4

2.2

3.0

4.3

2.3

4.1

3.6

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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（６）認知機能の低下 

 以下の設問で該当する選択肢を回答した場合、認知機能が低下している高年者と判定しま

した。 

 

設 問 選択肢 

物忘れが多いと感じるか １ はい 

 

 認知機能が低下している高年者は、本市全体では 42.9％となっています。日常生活圏域別

に見ると、草加中央・稲荷圏域では「機能低下あり」（48.9％）が「機能低下なし」（44.5％）

を上回っています。 

 

図 11 認知機能の低下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                        
 ※3（23 ページ） ＩＡＤＬ…手段的日常生活動作。毎日の生活を送るための基本的動作のうち、電話、買

物、料理、薬の管理等のように、社会生活を営む上で必要な動作のことです。 

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

機能低下あり

42.9

43.9

40.5

48.9

41.4

34.8

42.4

47.5

43.8

機能低下なし

53.0

53.5

54.8

44.5

55.6

58.9

56.1

50.8

52.6

無回答

4.0

2.6

4.8

6.6

3.0

6.4

1.5

1.6

3.6

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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（７）ＩＡＤＬ※３の状況 

 以下の５問で、選択肢１「できるし、している」又は選択肢２「できるけどしていない」

を選択した場合を１点、選択肢３「できない」を選択した場合を０点として、５問の合計点

を算出します。合計点が５点の場合をＩＡＤＬが「高い」、４点の場合をＩＡＤＬが「やや低

い」、３点以下の場合をＩＡＤＬが「低い」と判定しました。 

設 問 選択肢 点数 

バスや電車で１人で外出しているか 

１ できるし、している 
２ できるけどしていない 

１点 

３ できない ０点 

食品・日用品の買い物をしているか 

１ できるし、している 
２ できるけどしていない 

１点 

３ できない ０点 

自分で食事の用意をしているか 

１ できるし、している 
２ できるけどしていない 

１点 

３ できない ０点 

請求書の支払いをしているか 

１ できるし、している 
２ できるけどしていない 

１点 

３ できない ０点 

預貯金の出し入れをしているか 

１ できるし、している 
２ できるけどしていない 

１点 

３ できない ０点 

 

 ＩＡＤＬの状況については、本市全体では「高い」が 82.1％、「やや低い」が 7.9％、「低

い」が 4.9％となっています。日常生活圏域別に見ると、安行圏域では「高い」が 87.9％と

なっています。一方、川柳・新田東部圏域では「高い」が 78.7％にとどまっており、「やや

低い」が 13.9％となっています。 

 

図 12 ＩＡＤＬの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

高い

82.1

83.3

82.5

83.2

81.7

81.6

87.9

78.7

81.0

やや低い

7.9

4.4

4.8

8.0

10.7

4.3

6.8

13.9

10.2

低い

4.9

5.3

6.3

3.6

4.1

7.1

2.3

5.7

5.1

無回答

5.1

7.0

6.3

5.1

3.6

7.1

3.0

1.6

3.6

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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（８）うつ傾向 

 以下の２問のうち、いずれかの設問で該当する選択肢を回答した場合、うつ傾向がある高

年者と判定しました。 

 

設 問 選択肢 

気分が沈んだり、憂鬱になることがあるか １ はい 

どうしても物事に興味がわかなくなったか １ はい 

 

 うつ傾向がある高年者は、本市全体では 41.9％となっています。日常生活圏域別に見ると、

安行圏域では「うつ傾向あり」（51.5％）が「うつ傾向なし」（47.7％）を上回っています。 

 

図 13 うつ傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

うつ傾向あり

41.9

44.7

38.1

40.1

42.6

40.4

51.5

38.5

41.6

うつ傾向なし

54.2

50.0

59.5

55.5

53.8

52.5

47.7

59.0

55.5

無回答

3.8

5.3

2.4

4.4

3.6

7.1

0.8

2.5

2.9

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)
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①
②

③④

⑤
⑥

⑦⑧

（９）日常生活圏域別の結果 

 いずれの圏域も「認知機能の低下」と「うつ傾向」の割合が高く、「認知機能の低下」は草

加中央・稲荷圏域と川柳・新田東部圏域で、「うつ傾向」は安行圏域で他の圏域に比べて高く

なっています。また、「ＩＡＤＬ」のリスク該当者の比率は、川柳・新田東部圏域で他の圏域

に比べて高くなっています。 

 なお、草加中央・稲荷圏域は「転倒リスク」「閉じこもり傾向」「口腔機能の低下」「認知機

能の低下」の４項目で最も高くなっています。 
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⑦川柳・新田東部圏域

総数=122
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⑤松原・草加東部圏域

総数=141
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％

⑧新田圏域
総数=137
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４ 健康維持・介護予防 

（１）各種健診の受診状況 

 特定健診（74歳以下対象）と後期高齢者健診（75 歳以上対象）については、２つの健診

とも、平成 23 年度から平成 26 年度にかけて受診率が伸びていましたが、平成 26 年度以

降はほぼ横ばいとなり、特定健診は34％台、後期高齢者健診は50％前後で推移しています。 

 

図 14 各種健診の受診状況 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※市資料 
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(％)
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はい

10.6%

いいえ

81.8%

無回答

7.6%

総数
1,099

ほとんどしない

15.5

21.1

19.8

19.0

10.7

17.0

14.4

11.5

13.9

週に１日程度

8.8

10.5

6.3

10.2

8.3

9.2

6.1

11.5

9.5

週に２～３日程度

27.8

25.4

28.6

29.9

26.0

21.3

29.5

26.2

34.3

週に４、５日以上

44.1

38.6

43.7

40.1

49.7

44.7

47.7

45.9

40.1

無回答

3.7

4.4

1.6

0.7

5.3

7.8

2.3

4.9

2.2

全体(1,099)

谷塚・瀬崎圏域(114)

谷塚西部圏域(126)

草加中央・稲荷圏域(137)

草加西部圏域(169)

松原・草加東部圏域(141)

安行圏域(132)

川柳・新田東部圏域(122)

新田圏域(137)

（２）意識的に体を動かす頻度とＳＫＴ24の認知状況 

 健康のために日頃から週１日以上体を動かしている高年者は 80％台に達し、ほとんどし

ない高年者は 10％台にとどまっています。日常生活圏域別に見ると、谷塚・瀬崎圏域、谷

塚西部圏域、草加中央・稲荷圏域ではほとんどしない高年者が 20％前後と他の圏域に比べ

て高くなっています。 

 

図 15 意識的に体を動かす頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本市では平成 24年度から「ＳＫＴ

24」＊を立ち上げ、スポーツを通じた健康の

保持・増進に取り組んでいますが、高年者の

認知度は 10％程度にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

＊ＳＫＴ24 とは 

市が健康づくりのための推奨する運動量をエク

ササイズという単位に換算し、１週間当たり 24

エクササイズを目指し 24万市民個人個人のラ

イフスタイルにあった身体運動を紹介していま

す。 
※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

％ 

図 16 ＳＫＴ24を知っているか 
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実現できる

と思う

30.2%

実現は難しい

と思う

39.1%

わからない

27.4%

無回答

3.4%

総数
179

５ 在宅療養と医療・介護の連携 

（１）在宅療養 

① 終末期に療養したい場所 

 人生の最終段階を迎える際の過ごし方と

して、できるだけ自宅での療養を希望する人

の割合（「最期まで自宅で過ごしたい」と「自

宅で療養して、必要になれば医療機関に入院

して過ごしたい」を合わせた割合）が51.1％

となっており、病院への入院や施設への入所

を希望する人は、いずれも 10％未満にとど

まっています。 

 

 

 

 

② 在宅療養の実現可能性と実現が難しいと思う理由 

 自宅での療養を希望する人（「最期まで自宅で過ごしたい」を回答）のみに実現可能性を聞

いたところ、「実現は難しいと思う」が 39.1％で、「実現できると思う」（30.2％）を上回っ

ています。 

 なお、「実現は難しいと思う」と回答した

人にその理由を聞いたところ、「家族の介護

負担や手間がかかるから」と「自宅でどのよ

うな介護・看護を受けられるかわからないか

ら」が 4 割以上と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） ※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

図 17 終末期に療養したい場所 

図 19 在宅療養の実現が難しいと思う理由 

図 18 在宅療養の実現可能性 

16.3

34.8

7.8

7.6

4.4

0.4

10.5

18.2

0 10 20 30 40 50

最期まで自宅で過ごしたい

自宅で療養して、必要になれば医療

機関に入院して過ごしたい

医療機関に入院して過ごしたい

老人ホーム等の施設に入所して

過ごしたい

介護する家族に任せて過ごしたい

その他

わからない

無回答

％
総数=1,099

42.9

10.9

15.1

29.4

23.5

14.3

8.4

28.6

47.9

3.4

10.9

0.8

8.4

0 20 40 60

自宅でどのような介護・看護を

受けられるのかわからないから

在宅介護サービスが不十分だから

訪問診療をしてくれる医師や

看護師がいないから

入院したほうが、適切な医療を

受けられるから

急に具合が悪くなった時に不安だから

療養のための居住環境が

整っていないから

自宅で最期を迎えることに

不安があるから

お金がかかるから

家族の介護負担や手間がかかるから

家族の理解・協力が得られないから

介護をしてくれる家族がいないから

その他

無回答

％総数=119(複数回答)
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（２）ケアマネジャーと他職種の連携状況 

 連携がとれていると回答した人の割合（「連携が十分とれている」と「まあまあ連携がとれ

ている」の合計）は“訪問介護員”（94.6％）で 90％台、“訪問看護師”（89.1％）、“地域

包括支援センター”（89.1％）、“理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等のリハビリ職”

（85.4％）で 80％台に達しています。 

 一方、“歯科医師”と“在宅医療・介護連携拠点（在宅医療サポートセンター）”では、連

携がとれていないと回答した人の割合（「ほとんど連携がとれていない」と「あまり連携がと

れていない」の合計）が連携がとれていると回答した人の割合を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、ケアマネジャーが医師との連携がと

れていないと感じる理由としては、「ケアマ

ネジャーに医療知識が不足しているから」と

「医師が介護保険制度を十分理解していな

いから」がそれぞれ 60％を超えています。 

 

 

 

 

 

  
※実態調査：居宅介護支援事業所調査（平成 28年） 

連携が十分

とれている 

9.1

7.3

5.5

47.3

32.7

65.5

36.4

5.5

20.0

18.2

まあまあ連携が

とれている

50.9

38.2

50.9

41.8

52.7

29.1

52.7

21.8

54.5

52.7

あまり連携が

とれていない

30.9

36.4

29.1

3.6

9.1

0.0

5.5

36.4

14.5

21.8

ほとんど連携が

とれていない

3.6

12.7

9.1

0.0

0.0

0.0

0.0

27.3

5.5

1.8

無回答

5.5

5.5

5.5

7.3

5.5

5.5

5.5

9.1

5.5

5.5

①医師

②歯科医師

③薬剤師

④訪問看護師

⑤理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士等のリハビリ職

⑥訪問介護員

⑦地域包括支援センター

⑧在宅医療・介護連携拠点

(在宅医療サポートセンター）

⑨医療機関の医療相談員

（医療ソーシャルワーカー）

⑩介護施設

％総数=55

63.2

63.2

36.8

5.3

21.1

0.0

0 20 40 60 80

ケアマネジャーに医療知識が

不足しているから

医師が介護保険制度を十分

理解していないから

医師との連携の手法が

わからないから

医療と介護の連携が必要だと

思わないから

その他

無回答

％総数=19(複数回答)

※実態調査：居宅介護支援事業所調査（平成 28年） 

図 20 ケアマネジャーと他職種の連携状況 

図 21 ケアマネジャーと医師が連携できて 

いないと感じる理由 
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６ 認知症高年者数と成年後見制度 

（１）認知症高年者数の推移 

 日常生活に支障をきたすような症状や行動が見られる日常生活自立度Ⅱ以上の認知症高年

者数は、平成 29 年 10月１日現在で 4,356 人（高年者人口に占める割合は 7.3％）となっ

ており、平成 32年には 5,214 人（高年者人口に占める割合は 8.5％）に増加するものと推

計されています。この傾向が続くと、平成 37 年には 6,548 人（高年者人口に占める割合は

10.6％）に達することが見込まれます。 

 

図 22 認知症高年者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考：認知症高年者の日常生活自立度 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

Ⅱ 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意志疎通の困難さが多少見られても、誰

かが注意していれば自立できる。 

Ⅲ 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意志疎通の困難さがときどき見られ、介

護を必要とする。 

Ⅳ 
日常生活に支障をきたすような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、常に

介護を必要とする。 

Ｍ 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

59,823 60,649 61,205 61,590 61,619

4,356
4,652 4,930

5,214

6,548

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

50,000
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名前も内容も

知っている

38.8%

名前は知って

いるが、内容は

知らない

33.6%

名前も内容も

知らない

20.8%

無回答

6.8%

総数
1,099

大いに関心

がある

38.2%

まあ関心

がある

44.9%

あまり関心

がない

10.9%

まったく関心

がない

2.1%

無回答

3.8%

総数
1,099

（２）認知症への関心と成年後見制度の認知状況 

 高年者の認知症への関心は非常に高く、関心がある人の合計（「大いに関心がある」と「ま

あ関心がある」の合計）が 80％台に達しています。 

その一方、認知症や精神・知的障がいなどの理由で判断能力が不十分な人を法律的に支援

する成年後見制度の認知状況については、制度の内容を知らない人の合計（「名前は知ってい

るが、内容は知らない」と「名前も内容も知らない」の合計）が 50％以上となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） ※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 

図 23 認知症についての関心 図 24 成年後見制度の認知状況 
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フルタイムで

働いている

15.9%

パートタイムで

働いている

15.7%

働いていない

60.7%

主な介護者に

確認しないと、

わからない

0.7%

無回答

7.0%

総数
428

７ 介護と仕事の両立 

（１）介護者の就労状況と両立支援の制度の利用状況 

家族介護者の約３人に 1 人が働きながら介護をしています。働いている家族介護者の就労

形態としては、フルタイムとパートタイムがほぼ同じ割合となっています。 

 また、働いている家族介護者の半数以上は、何らかの働き方の調整を行っています。具体

的な調整方法としては、労働時間の調整と休暇の取得が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）家族・親族の中での離職者の有無 

 家族・親族の中で介護離職をした人がいな

いという回答が半数以上を占めています。そ

の一方、約２割の家庭では、家族介護者のう

ちの誰かが過去１年間に介護を理由に仕事

を辞めたり、転職したりしています。 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：在宅介護実態調査（平成 28年） ※実態調査：在宅介護実態調査（平成 28年） 

※実態調査：在宅介護実態調査（平成 28年） 

図 25 介護者の就労状況 図 26 両立支援の制度の利用状況 

図 27 家族・親族の中での離職者の有無 

38.5

31.1

25.2

2.2

12.6

0.0

4.4

0 10 20 30 40 50

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整

（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・

中抜け等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（有給休暇や

介護休暇等）」を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を

利用しながら、働いている

介護のために、労働時間の調整・休暇の取

得・在宅勤務以外の調整をしながら、働いて

いる

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

％総数=135(複数回答)

12.9

3.3

3.0

0.5

56.5

5.4

19.9

0 20 40 60

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を

辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた

家族・親族はいない

わからない

無回答

％総数=428(複数回答)
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週４回以上

0.5

4.5

1.4

0.4

0.2

0.6

11.6

週２～３回

1.1

7.7

4.5

1.0

0.4

0.5

6.8

週１回

0.6

4.4

6.6

1.5

0.4

0.9

1.4

月１～３回

3.6

4.5

11.6

3.4

1.6

4.5

1.5

年に数回

3.4

3.5

5.2

2.1

2.3

11.6

2.2

参加していない

54.0

45.3

41.9

54.6

57.8

47.9

44.9

無回答

36.8

30.1

28.9

37.0

37.4

33.9

31.6

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係の

グループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤老人クラブ

⑥町内会・自治会

⑦収入のある仕事

％総数=1,099

８ 社会参加や助け合いについて 

（１）仕事や地域での活動状況 

 いずれの活動も「参加していない」が 40％台から 50％台を占めています。 

参加している割合（「週４回以上」「週２～３回」「週１回」「月１～３回」「年に数回」の合

計）が高い活動としては、“趣味関係のグループ”（29.3％）が 30％近く、“スポーツ関係の

グループやクラブ”（24.6％）と“収入のある仕事”（23.5％）が 20％を超えています。 

 

図 28 仕事や地域での活動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（平成 28年） 
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2,203
2,088 2,134

2,233 2,286 2,340

1,597 1,642
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すこやかクラブ数、会員数ともに平成 26 年度から平成 27 年度にかけてわずかに増加し

たものの、減少傾向にあり、平成 29 年度の会員数は 3,000 人を下回り、2,977 人となっ

ています。 

 

図 29 すこやかクラブ（クラブ数、会員数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）シルバー人材センター 

会員数は平成 24 年度から平成 25 年度にかけて減少したものの、その後は増加傾向に転

じています。就業人数は平成 24 年度から平成 29 年度にかけて 200 人以上増加し、平成

29 年度は 1,800 人となっています。 

 

図 30 シルバー人材センター（会員数、就業人数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※市資料 

※市資料 
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（４）市民が地域で暮らす高年者に対してできそうな支援 

 地域で暮らす高年者に対してできそうな支援を、55 歳から 64 歳までの市民に聞いたとこ

ろ、「見守りや安否確認」「災害時や緊急時の手助け」「ごみ出し」が 30％を超えて多くなっ

ています。 

 

図 31 地域で暮らす高年者に対してできそうな支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実態調査：第２号被保険者調査（平成 28年） 
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９ 本市の現状から見えてくる課題（重点課題） 

（１）介護予防と生活支援の推進 

高年単身者世帯や高年者夫婦のみ世帯の増加や、心身機能の低下により支援を必要とする

高年者の増加が見込まれることから、買物や掃除などの家事支援、見守り・安否確認、地域

におけるサロン活動の開催など、多様な生活支援や高年者が自ら介護予防に取り組める環境

を整備していく必要があります。 

 本市では、平成26年の介護保険法の改正により、ＮＰＯ法人やボランティア等の多様な主

体による生活支援や、介護予防サービスの提供体制の整備を進めるとともに、地域に不足す

るサービスの創出や担い手を育成する「生活支援コーディネーター」を配置したほか、多様

な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組みを推進するための「協議体」

を設置し、関係機関との情報共有や連携の強化に取り組んでいます。 

引き続き、高年者が住み慣れた地域で安心して在宅生活を継続していけるよう、こうした

取組をそれぞれの日常生活圏域で進め、身近な地域でそれぞれのニーズに合ったサービスを

提供できる体制の整備を推進します。 

 

（２）在宅医療・介護連携の推進 

 高齢化の進行に伴い、本市においても 75 歳以上の後期高齢者が今後著しく増加し、平成

32 年には前期高齢者を上回るものと予測されています。高年者は加齢により、慢性疾患に

よる医療を受ける比率や要介護の認定率が高まることから、医療と介護を同時に必要とする

高年者も少なくありません。 

 本市では、平成 27 年 10 月に在宅医療サポートセンターを設置し、在宅療養を希望する

高年者や家族からの相談に応じるほか、医療関係者と介護関係者の連携支援を行い、医療と

介護を必要とする高年者が可能な限り住み慣れた地域において、継続して日常生活を営むこ

とができるよう取り組んでいます。 

 その一方、実態調査では半数以上の高年者が終末期を自宅で療養したいと希望しているも

のの、自宅での療養により家族に介護負担が生じることや、どのような介護や医療を受けら

れるかわからないなどの理由から、在宅療養を実現できると回答した人は多いとはいえませ

んでした。また、ケアマネジャーに対する調査では、連携が十分に進んでいない理由として、

医療関係者と介護関係者の双方に互いの知識や制度に関する理解が不足していることが挙げ

られています。 

 高年者が介護だけではなく、医療が必要になっても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養

し、自分らしい生活を続けていくためには、病院からの退院支援、日常の療養支援、急変時

の対応、看取り等の様々な局面において、医療関係者と介護関係者が連携しながら支援する

必要があります。そのため、引き続き、草加八潮医師会・草加歯科医師会・草加市薬剤師会

や介護関係者と協働しながら、在宅医療と介護の連携を推進します。  
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（３）認知症高年者支援の充実と成年後見制度の利用促進 

認知症を有する高年者の増加が見込まれる中、認知症施策を一層推進するため、平成 29

年の介護保険法の改正では、新オレンジプラン（認知症施策推進総合戦略）の基本的な考え

方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）が介護保険制度に位置付けられました。 

高年者の認知症への関心は高く、実態調査では 80％以上の高年者が認知症に関心がある

と回答しています。また、認知症や精神・知的障がいなどの理由で判断能力が不十分な人を

法律的に支援する「成年後見制度」の認知状況については、50％以上の高年者が制度の内容

については知らないと回答していることから、引き続き制度の周知が必要です。 

 本市においても認知症高年者の増加が見込まれており、平成 37 年には高年者人口に占め

る割合が 10％を超えることが予測されるため、第六次高年者プラン期間中に認知症高年者

や家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」の設置や、認知症施策や事業の企画調

整等を行う「認知症地域支援推進員」を配置したほか、「オレンジカフェ（認知症カフェ）」

を定期的に開催し、介護者の負担軽減や情報共有等を行っています。 

 引き続き、認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で、良い

環境で暮らし続けることができるよう、第六次高年者プラン期間中に開始した支援の充実を

図るとともに、成年後見制度の周知及び利用を促進します。 

 

（４）介護者支援の充実 

 介護保険制度の創設とその後の介護サービスの充実により、家族介護者の負担は軽減され

たものの、いまだ介護に伴う心理的負担や孤独感を感じている人は少なくありません。また、

高年者の心身の状況や介護者の職場環境によっては、介護と仕事を両立できず、離職せざる

を得ないこともあります。実態調査結果からは、約 2 割の家庭で家族介護者のうちの誰かが

過去１年間に介護を理由に仕事を辞めたり、転職したりしていることが明らかになりました。 

現在、国では介護離職を防ぐために柔軟な働き方の確保を進めるとともに、必要な介護サ

ービスの整備や介護人材の確保・育成に取り組んでいます。本市においても、家族介護者の

不安や悩みに応える相談支援の充実を図るとともに、必要な介護サービスや介護休業制度を

速やかに利用できるよう、周知等に努めます。 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の基本的事項 
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１ 基本理念 

第七次高年者プランは、第四次草加市総合振興計画基本構想、草加市都市計画マスタープ

ラン及び各個別計画との整合を図り、第六次高年者プランに引き続き、次の５つの理念を掲

げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

高年者がいきいきと

活動する場や機会が

数多く設けられた、活

力ある社会の形成を

目指します。 

 
活力ある高齢 

社会の形成 

高年者の人間性が尊

重され、生涯にわたり

安心して生活するこ

とができる社会の構

築を目指します。 

 人間性の尊重 

高年期においても主

体的・積極的な生き方

を実現できる社会の

構築を目指します。 

 
自立と参加の 

推進 

高年者の視点を積極

的に取り入れ、高年者

が安心して暮らせる

まちづくりを目指し

ます。 

 

高年者が安心し

て暮らせるまち

づくり 

高年者を含む市民が

世代を超えて助け合

い、あたたかい人間関

係の中でふれあいの

ある地域社会の構築

を目指します。 

 

共に生きる心 

豊かな地域社会

の形成 
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２ 基本方針及び基本目標 

本計画の５つの基本理念の実現に向けて、基本方針とその具体的方向性を示すための基本

目標を設定します。 

 

 

高年者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、医療、介護、介護予防、住ま

い及び生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現に向けた条件整備を積極

的に推進していくほか、災害時の支援体制の整備や防犯対策、高年者の身体的な機能の低下

等に配慮した住宅や都市環境の面での安全性、快適性を確保していきます。 

【基本目標】 

⑴ 地域支援協力体制の整備  ⑵ 安全・安心なまちづくりの推進 

⑶ 福祉のまちづくりの推進   

 

 

 高年者がいつまでも元気な生活を維持し、できる限り要支援・要介護状態にならないよう

にするため、また、介護が必要となった場合でもその状態が重度化しないよう、介護予防に

関する普及啓発や通いの場の充実等に取り組みます。 

 併せて、地域共生社会の実現を目指し、世代を超えて住民が共に支え合う地域づくりを進

めるとともに、生活上様々な支障が生じても、高年者が尊厳を保ちながら安心して暮らすこ

とのできる社会基盤の整備に努めます。 

【基本目標】 

⑴ 高年者の自立支援と介護予防・重度化防止 ⑵ 生活支援と介護予防サービスの基盤整備の推進 

⑶ 日常生活の支援   ⑷ 住環境の整備 

 

 

 慢性疾患等により医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高年者の増加が見込まれることから、

住み慣れた地域において日常生活を継続できるよう、草加八潮医師会と協働して退院支援、

療養支援、急変時の対応、看取り等の様々な局面における医療関係者と介護関係者の連携を

推進します。 

【基本目標】 

⑴ 在宅医療・介護連携推進事業の実施 ⑵ 医療体制の整備 

  

基本方針１ 地域における支援体制の確立 

基本方針２ 自立支援、介護予防・重度化防止と生活支援の推進 

 

基本方針３ 在宅医療・介護連携の推進 
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 認知症の早期発見・早期対応に努めるとともに、認知症になっても本人の意思が尊重され、

できる限り住み慣れた地域の良い環境で暮らし続けられるよう、認知症の容態の変化に応じ

て、随時・適切に切れ目のない保健医療サービスや福祉サービスが提供される体制の整備、

医療関係者及び介護関係者の認知症対応力の向上、権利擁護の取組の推進等に努めます。 

【基本目標】 

⑴ 意識啓発と早期対応の促進  ⑵ 認知症高年者の家族への支援 ⑶ 権利擁護の推進 

 

 

家族介護者の身体的、経済的な負担軽減のための取組を周知するとともに、相談の機会の

拡充や情報提供の充実など、市として家族介護者に対する支援を強化します。 

 同じ悩みを抱える家族介護者との交流により、心理的な負担の軽減を図るとともに、経済

的な負担の軽減や地域における見守りネットワークの構築を推進します。 

【基本目標】⑴ 介護者支援の充実 

 

 

高年者が充実した生活を送ることができるよう、就業環境の整備、地域活動への参加、学

習・余暇活動等による社会参加の場を広げるとともに、福祉の担い手としてボランティア活

動や地域福祉活動に参加しやすい環境づくりに努めます。 

【基本目標】 

⑴ 就業機会の確保  ⑵ 社会参加・交流の促進 ⑶ 敬老事業の実施 

 

 

高年者が要支援・要介護状態になっても、その状態に応じた介護サービスが計画的に提供

され、自立した日常生活を営むことができる体制を整備します。また、介護サービスの需給

関係を正確に見極めて保険料を算出するとともに、だれもが安心して介護サービスを利用で

きるように、低所得者に対する経済的な配慮、介護サービスの質の向上等に努めます。 

【基本目標】 

⑴ 居宅サービス・介護予防サービス ⑵ 地域密着型サービス 

⑶ 施設サービス    ⑷ 広域型施設と地域密着型サービスの整備方針 

⑸ 地域支援事業    ⑹ 介護保険料の算出 

⑺ 被保険者の費用負担に関する経済的支援策 

基本方針６ 高年者の社会参加の促進 

基本方針７ 介護保険事業の円滑な実施 

基本方針４ 認知症高年者支援の充実と権利擁護の推進 

基本方針５ 介護者支援の充実 
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３ 施策の展開（施策の体系） 

本市は、基本理念、基本方針、基本目標の実現のために、重点課題を踏まえ、第七次高年

者プランを総合的・体系的に推進していきます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人間性の尊重 

自立と参加の推進 

共に生きる心豊かな 

地域社会の形成 

高年者が安心して暮ら 

せるまちづくり 

活力ある高齢社会の形成 

基 本 理 念 基 本 方 針 

１ 

２ 自立支援、介護予防・重度化

防止と生活支援の推進

３ 在宅医療・介護連携の推進 

４ 認知症高年者支援の充実と

権利擁護の推進 

７ 介護保険事業の円滑な実施 

５ 介護者支援の充実 

６ 高年者の社会参加の促進 
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基 本 目 標 

(1) 地域支援協力体制の整備 

(3) 福祉のまちづくりの推進 

(2) 安全・安心なまちづくりの推進 

(1) 

(3) 日常生活の支援

(2) 

(1) (2) 医療体制の整備

(1) 意識啓発と早期対応の促進 

(3) 権利擁護の推進 

(2) 認知症高年者の家族への支援 

(1)  

(3) 施設サービス 

(2) 地域密着型サービス

(4)  

(5) 地域支援事業 (6) 介護保険料の算出

(4) 住環境の整備

(1) 介護者支援の充実 

(1) 就業機会の確保 

(3) 敬老事業の実施 

(2) 社会参加・交流の促進 

(7) 



 

 


